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目 的 

1. 本文書では、法令に基づき報告する指標の算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関
連する財務諸表。以下同じ。）の報告期間と異なる場合に参考となる情報を提供することを目
的としています。 

 

キーワード 
サステナビリティ関連財務開示の報告期間、指標の報告のための算定期間、合理的な方法による期間
調整 
 
何が求められているのか 

2. サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表に含まれる情報を補足し、補完するものとさ
れています。したがって、SSBJ 基準では、サステナビリティ関連財務開示の報告期間について、関
連する財務諸表の報告期間と同じとすることが求められています。 

サステナビリティ開示基準は、関連する財務諸表と同じ報告期間を対象としなければならない。た
だし、サステナビリティ開示基準において別段の定めがある場合、当該定めが優先して適用され
る。（適用基準第 68項） 

 
法令に基づき報告する指標の算定期間がサステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なる場合 

3. 企業がサステナビリティ関連財務開示を作成するにあたり、サステナビリティ関連のリスク及び機会
に関連する指標として、企業が活動する法域の法令の要請により報告することが要求されている
指標を用いることを選択する場合、当該法令において定められている指標の報告のための算定期
間が、サステナビリティ関連財務開示の報告期間とは異なることがあります。 

4. 例えば、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」といいます。）における「温室
効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK制度」といいます。）では、次のとおり、
温室効果ガスの種類によって異なる 2種類の算定期間が定められています。 
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温室効果ガスの種類 温対法における SHK制度の
算定期間 

二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O） 4月 1日から 3月 31日 

ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、
六フッ化硫黄（NF6）、三フッ化窒素（NF3） 

１月１日から 12月 31日 

5. このため、温室効果ガス排出を測定するにあたり、企業が温対法における SHK 制度の定める方
法を用いることを選択する場合、企業が排出する温室効果ガスの種類によっては、温対法におけ
る SHK 制度の算定期間が、企業のサステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なることがあ
ると考えられます。 

6. このように、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関連する指標として、企業が活動する法域の
法令の要請により報告することが要求されている指標を用いることを選択する場合で、かつ、法令
において定められている指標の報告のための算定期間が、サステナビリティ関連財務開示の報告
期間とは異なるときでも、親会社及び親会社と同じ決算期の子会社については、適用基準第68
項に従い、指標の報告のための算定期間について、サステナビリティ関連財務開示の報告期間を
対象とすることになると考えられます。 

 

7. 具体的には、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と、SSBJ 基準に従って開示される指標
（例えば、温室効果ガス排出量）の報告のための算定期間との間に差異が生じる場合、その指
標の報告のための算定期間について合理的な方法により期間調整を行い、サステナビリティ関連
財務開示の報告期間にあわせることが考えられます。期間調整の方法についてはさまざまな方法
が考えられますが、企業は、サステナビリティ関連財務開示の報告期間における当該企業の活動
を忠実に表現するように、期間調整のための合理的な方法を判断することとなります（詳細につ
いては、SSBJ ハンドブック「期間調整を行う場合の合理的な方法の例」を参照ください。）。 

20X520X4
4-61-310-127-94-61-3

温対法におけるSHK制度
HFC, PFC, SF6, NF3

CO2, CH4, N2O

サステナビリティ関連財務開示

算定期間 (20X5年報告用)

合理的な方法により
期間調整を行う 期間調整後

報告期間 (20X4年度)

算定期間 (20X5年報告用)
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8. なお、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と指標の報告のための算定期間との間に差異が
生じる場合でも、期間調整を行う前と後の情報（例えば、温室効果ガス排出量）の差異につい
て、利用者の意思決定に影響を与えるほどの重要性があるとはいえない限りにおいて、期間調整
を行う必要はないと考えられます。 

 
関連する SSBJハンドブック 

 「期間調整を行う場合の合理的な方法の例」 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

 
以 上 


